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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、Ｃ：０．１０％以上０．３５％以下、Ｓｉ：０．５０％以上２．５０％以下
、Ｍｎ：２．００％以上３．５０％未満、Ｐ：０．００１％以上０．１００％以下、Ｓ：
０．０００１％以上０．０２００％以下およびＮ：０．０００５％以上０．０１００％以
下を含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる鋼スラブを、１１００℃以上１３
００℃以下に加熱し、仕上げ圧延出側温度：８００℃以上１０００℃以下で熱間圧延した
のち、平均巻き取り温度：２００℃以上５００℃以下で巻き取り、熱延鋼板とする熱間圧
延工程と、
　前記熱延鋼板に酸洗処理を施す酸洗処理工程と、
　前記熱延鋼板を、７４０℃以上８４０℃以下の温度で１０ｓ以上９００ｓ以下保持した
のち、５℃/s以上５０℃/s以下の平均冷却速度で３５０℃超５５０℃以下の冷却停止温度
まで冷却し、３５０℃超５５０℃以下の温度域において１０ｓ以上保持する焼鈍工程と、
をそなえる、高強度鋼板の製造方法。
【請求項２】
　前記焼鈍工程前に、前記熱延鋼板を３０％未満の圧下率で冷間圧延して冷延鋼板とする
冷間圧延工程をさらにそなえ、
　前記焼鈍工程では、前記冷延鋼板を、７４０℃以上８４０℃以下の温度で１０ｓ以上９
００ｓ以下保持したのち、５℃/s以上５０℃/s以下の平均冷却速度で３５０℃超５５０℃
以下の冷却停止温度まで冷却し、３５０℃超５５０℃以下の温度域において１０ｓ以上保
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持する、請求項１に記載の高強度鋼板の製造方法。
【請求項３】
　前記焼鈍工程後に、前記熱延鋼板または前記冷延鋼板に亜鉛めっき処理を施す工程をさ
らにそなえる、請求項１または２に記載の高強度鋼板の製造方法。
【請求項４】
　前記鋼スラブが、さらに質量％で、Ｔｉ：０．００５％以上０．１００％以下およびＢ
：０．０００１％以上０．００５０％以下のうちから選ばれる少なくとも１種を含有する
、請求項１～３のいずれかに記載の高強度鋼板の製造方法。
【請求項５】
　前記鋼スラブが、さらに質量％で、Ａｌ：０．０１％以上１．００％以下、Ｎｂ：０．
００５％以上０．１００％以下、Ｃｒ：０．０５％以上１．００％以下、Ｃｕ：０．０５
％以上０．５０％以下、Ｓｂ：０．００２％以上０．２００％以下、Ｓｎ：０．００２％
以上０．２００％以下、Ｔａ：０．００１％以上０．１００％以下、Ｃａ：０．０００５
％以上０．００５０％以下、Ｍｇ：０．０００５％以上０．００５０％以下およびＲＥＭ
：０．０００５％以上０．００５０％以下のうちから選ばれる少なくとも１種を含有する
請求項１～４のいずれかに記載の高強度鋼板の製造方法。
【請求項６】
　質量％で、Ｃ：０．１０％以上０．３５％以下、Ｓｉ：０．５０％以上２．５０％以下
、Ｍｎ：２．００％以上３．５０％未満、Ｐ：０．００１％以上０．１００％以下、Ｓ：
０．０００１％以上０．０２００％以下およびＮ：０．０００５％以上０．０１００％以
下を含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる鋼組成を有し、
　面積率でフェライトとベイニティックフェライトの合計が６０．２％以上８０％以下で
あり、かつ体積率で残留オーステナイトが１０％以上である鋼組織を有し、
　上記残留オーステナイトの平均結晶粒径が２μm以下であり、上記ベイニティックフェ
ライトの平均自由行程が３μm以下である、高強度鋼板。
【請求項７】
　前記鋼組成が、さらに質量％で、Ｔｉ：０．００５％以上０．１００％以下およびＢ：
０．０００１％以上０．００５０％以下のうちから選ばれる少なくとも１種を含有する、
請求項６に記載の高強度鋼板。
【請求項８】
　前記鋼組成が、さらに質量％で、Ａｌ：０．０１％以上１．００％以下、Ｎｂ：０．０
０５％以上０．１００％以下、Ｃｒ：０．０５％以上１．００％以下、Ｃｕ：０．０５％
以上０．５０％以下、Ｓｂ：０．００２％以上０．２００％以下、Ｓｎ：０．００２％以
上０．２００％以下、Ｔａ：０．００１％以上０．１００％以下、Ｃａ：０．０００５％
以上０．００５０％以下、Ｍｇ：０．０００５％以上０．００５０％以下およびＲＥＭ：
０．０００５％以上０．００５０％以下のうちから選ばれる少なくとも１種を含有する、
請求項６または７に記載の高強度鋼板。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、主に自動車構造部材に好適な成形性に優れた高強度鋼板およびその製造方法
に関し、特に７８０ＭＰａ以上の引張強度（ＴＳ）を有し、延性のみならず疲労特性にも
優れる高強度鋼板を、高い生産性の下に得ようとするものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、衝突時における乗員の安全性確保や車体軽量化による燃費改善を目的として、引
張強度（ＴＳ）が７８０ＭＰａ以上で、板厚の薄い高強度鋼板の自動車構造部材への適用
が積極的に進められている。
　特に、最近では、９８０ＭＰａ級、１１８０ＭＰａ級のＴＳを有する極めて強度の高い
高強度鋼板の適用も検討されている。
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【０００３】
　しかしながら、一般的に鋼板の高強度化は成形性の低下を招くため、高強度と優れた成
形性を両立させることは難しく、高強度と優れた成形性を併せ持つ鋼板が望まれている。
　また、自動車が走行可能な距離（総走行距離）は、自動車構造部材へ適用される鋼板の
疲労強度にも依存するため、優れた疲労特性を有する鋼板も望まれている。
【０００４】
　このような要望に対し、例えば特許文献１には、「質量％で、Ｃ：０．０６～０．６％
、Ｓｉ＋Ａｌ：０．５～３％、Ｍｎ：０．５～３％、Ｐ：０．１５％以下（０％を含まな
い）、Ｓ：０．０２％以下（０％を含む）を夫々含有すると共に、焼戻マルテンサイト：
全組織に対して面積率で１５％以上、フェライト：全組織に対して面積率で５～６０％、
残留オーステナイト：全組織に対して体積率で５％以上、更にベイナイト及び／又はマル
テンサイトを含有しても良い組織を有し、且つ、前記残留オーステナイトのうち、２％歪
を加えることによりマルテンサイトへ変態する残留オーステナイトの割合が２０～５０％
であることを特徴とする加工性および形状凍結性に優れた高強度鋼板」が開示されている
。
【０００５】
　また、特許文献２には、「質量％で、Ｃ ：０．０５以上、０．３５％以下、Ｓｉ：０
．０５％以上、２．０％以下、Ｍｎ：０．８％以上、３．０％以下、Ｐ ：０．００１０
％以上、０．１％以下、Ｓ ：０．０００５％以上、０．０５％以下、Ｎ ：０．００１０
％以上、０．０１０％以下、Ａｌ：０．０１％以上、２．０％以下、を含有して、残部鉄
及び不可避的不純物からなる鋼組成をもち、金属組織はフェライトまたはベイナイトまた
は焼戻しマルテンサイトを主体とし、残留オーステナイト相を３％以上、３０％以下含む
鋼板において、前記オーステナイト相がフェライト相、ベイナイト相およびマルテンサイ
ト相と接する相界面において、前記オーステナイト相中の平均Ｃ濃度が０．６％以上、１
．２％以下であり、前記オーステナイト相の中心濃度Ｃgcとオーステナイト粒の粒界の濃
度ＣｇｂがＣｇｂ/Ｃｇｃ＞１．３を満たす範囲にあるオーステナイト粒が５０％以上あ
ることを特徴とする伸びと穴拡げ性に優れた高強度薄鋼板」が開示されている。
【０００６】
　特許文献３には、「質量％で、Ｃ：０．１７％以上０．７３％以下、Ｓｉ：３．０％以
下、Ｍｎ：０．５％以上３．０％以下、Ｐ：０．１％以下、Ｓ：０．０７％以下、Ａｌ：
３．０％以下およびＮ：０．０１０％以下を含有し、かつＳｉ＋Ａｌが０．７％以上を満
足し、残部はＦｅおよび不可避不純物の組成からなり、鋼板組織として、マルテンサイト
の鋼板組織全体に対する面積率が１０％以上９０％以下、残留オーステナイト量が５％以
上５０％以下、上部ベイナイト中のベイニティックフェライトの鋼板組織全体に対する面
積率が５％以上であり、前記マルテンサイトのうち２５％以上が焼戻しマルテンサイトで
あり、前記マルテンサイトの鋼板組織全体に対する面積率、前記残留オーステナイト量お
よび前記上部ベイナイト中のベイニティックフェライトの鋼板組織全体に対する面積率の
合計が６５％以上、ポリゴナルフェライトの鋼板組織全体に対する面積率が１０％以下（
０％を含む）を満足し、かつ前記残留オーステナイト中の平均Ｃ量が０．７０％以上であ
って、引張強さが９８０ＭＰａ以上であることを特徴とする高強度鋼板」が開示されてい
る。
【０００７】
　特許文献４には、「質量％で、Ｃ：０．０６超～０．２４％、Ｓｉ≦０．３％、Ｍｎ：
０．５～２．０％、Ｐ≦０．０６％、Ｓ≦０．００５％、Ａｌ≦０．０６％、Ｎ≦０．０
０６％、Ｍｏ：０．０５～０．５％、Ｔｉ：０．０３～０．２％、Ｖ：０．１５超～１．
２％を含み、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなり、Ｃ、Ｔｉ、Ｍｏ、Ｖ含有量が０
．８≦（Ｃ／１２）／｛（Ｔｉ／４８）＋（Ｍｏ／９６）＋（Ｖ／５１）｝≦１．５を満
足する成分組成を有し、かつフェライト相が面積比率で９５％以上であり、平均粒径１０
ｎｍ未満のＴｉ、ＭｏおよびＶを含む炭化物が分散析出するとともに、該Ｔｉ、Ｍｏおよ
びＶを含む炭化物は、原子％で表されるＴｉ、Ｍｏ、Ｖが、Ｖ／（Ｔｉ＋Ｍｏ＋Ｖ）≧０
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．３を満たす平均組成を有することを特徴とする引張強度が９８０ＭＰa以上の高降伏比
高強度冷延鋼板」が開示されている。
【０００８】
　特許文献５には、「Ｃ：０．０５～０．３質量％、Ｓｉ：０．０１～２．５質量％、Ｍ
ｎ：０．５～３．５質量％、Ｐ：０．００３～０．１００質量％、Ｓ：０．０２質量％以
下、Ａｌ：０．０１０～１．５質量％を含有し、ＳｉとＡｌの含有量の合計が０．５～３
．０質量％であり、残部が鉄および不可避的不純物からなる成分組成を有し、面積率でフ
ェライトを２０％以上、焼戻しマルテンサイトを１０～６０％、マルテンサイトを０～１
０％を含み、体積率で残留オーステナイトを３～１０％含み、焼戻しマルテンサイトのビ
ッカース硬度（ｍ）とフェライトのビッカース硬度（ｆ）の比（ｍ）／（ｆ）が３．０以
下である金属組織を有することを特徴とする加工性に優れた高強度鋼板」が開示されてい
る。
【０００９】
　特許文献６には、「質量％で、Ｃ ：０．０６～０．６％、Ｓｉ＋Ａｌ：０．５～３％
、Ｍｎ：０．５～３％、Ｐ ：０．１５％以下（０％を含まない）、Ｓ ：０．０２％以下
（０％を含む）を含有し、残部：鉄及び不可避的不純物であり、且つ、組織は、全組織に
対する占積率で、焼戻マルテンサイトを１５～６０％、フェライトを５～５０％、残留オ
ーステナイトを５％以上、及びアスペクト比が３以下の塊状マルテンサイトを１５～４５
％含有しており、該塊状マルテンサイト中、平均粒径が５μｍ以下の微細マルテンサイト
の占める占積率は３０％以上であることを特徴とする、引張強度が１１８０ＭＰａ以上の
超高強度域における伸び、及び耐水素脆化特性に優れた超高強度鋼板」が開示されている
。
【００１０】
　また、この特許文献６には、上記の超高強度鋼板を製造する方法であって、上記の成分
を満足する鋼を、Ａ3点以上１１００℃以下の温度に１０秒間以上加熱保持した後、３０
℃／ｓ以上の平均冷却速度で、Ｍｓ点以下の温度まで冷却する工程を少なくとも２回包含
する工程、及び（Ａ3点－２５℃）～Ａ3点の温度で１２０～６００秒加熱保持した後、３
℃／ｓ以上の平均冷却速度で、Ｍｓ点以上Ｂｓ点以下の温度まで冷却し、該温度域で１秒
間以上保持する工程を包含することを特徴とする超高強度鋼板の製造方法も開示されてい
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２００４－２１８０２５号公報
【特許文献２】特開２０１１－１９５９５６号公報
【特許文献３】特開２０１０－９０４７５号公報
【特許文献４】特開２００８－１７４８０２号公報
【特許文献５】特開２０１０－２７５６２７号公報
【特許文献６】特許第４２６８０７９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　しかしながら、特許文献１に記載の高強度鋼板では、加工性および形状凍結性に優れる
ことを、特許文献２に記載の高強度薄鋼板では、伸びと穴拡げ性に優れることを、特許文
献３に記載の高強度鋼板では、加工性のなかでも、とりわけ延性と伸びフランジ性に優れ
ることを開示している。しかし、疲労特性については、いずれの鋼板でも考慮されていな
い。
【００１３】
　特許文献４に記載の高降伏比高強度冷延鋼板では、高価な元素であるＭｏ、Ｖを用いて
いるため、コスト高であるのみならず、伸び（ＥＬ）が１９％程度と低い。
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【００１４】
　特許文献５に記載の高強度鋼板では、例えば９８０ＭＰａ以上のＴＳで、ＴＳ×ＥＬが
２４０００ＭＰａ・％程度を示していて、汎用材と比較すれば高位ではあるものの、最近
の鋼板に対する要求に応えるにはまだまだ不十分である。
【００１５】
　また、特許文献６に記載の超高強度鋼板は、その製造工程において、少なくとも３回の
焼鈍処理を施すことが必要となるため、実機製造における生産性が低い。
【００１６】
　本発明は、かかる事情に鑑み、フェライトとオーステナイトの２相域での１回の焼鈍処
理で、フェライトとベイニティックフェライト、残留オーステナイトを適正量含む微細な
組織を造り込むことにより、７８０ＭＰａ以上の引張強度（ＴＳ）を有し、延性のみなら
ず疲労特性にも優れる高強度鋼板を、高い生産性の下で製造することができる方法を提供
することを目的とする。
　また、本発明は、上記の製造方法により製造される高強度鋼板を提供することを目的と
する。
　なお、ここでいう高強度鋼板は、表面に亜鉛めっき処理を施した高強度亜鉛めっき鋼板
も含むものとする。
【００１７】
　また、本発明に従い得られる鋼板において、目標とする特性は以下の通りである。
・引張強度（ＴＳ）
　７８０ＭＰａ以上
・延性
　ＴＳ７８０ＭＰａ級：ＥＬ≧３４％
　ＴＳ９８０ＭＰａ級：ＥＬ≧２７％
　ＴＳ１１８０ＭＰａ級：ＥＬ≧２３％
・強度と延性のバランス
　ＴＳ×ＥＬ≧２７０００ＭＰａ・％
・疲労特性
　疲労限強度≧４００ＭＰａでかつ耐久比≧０．４０
　ここで、耐久比とは、疲労限強度を引張強度で除した値である。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　さて、発明者らは、７８０ＭＰａ以上のＴＳを有し、延性のみならず疲労特性にも優れ
る鋼板を、高い生産性の下、製造すべく鋭意検討を重ねたところ、以下のことを見出した
。
【００１９】
（１）７８０ＭＰａ以上の引張強度（ＴＳ）を有し、延性のみならず疲労特性にも優れる
鋼板を得るには、成分組成を適正に調製した上で、フェライトとベイニティックフェライ
ト、残留オーステナイトを適正量含み、さらには、残留オーステナイトとベイニティック
フェライトを微細に分散させた組織を造り込むことが重要である。
（２）また、このような組織を造り込むには、焼鈍処理条件を適正に制御するとともに、
焼鈍処理前の鋼板組織をマルテンサイト単相組織、ベイナイト単相組織、またはマルテン
サイトとベイナイトが混在した組織を主体とすることが重要である。
　ここで、別途の焼鈍処理を行なうことなく、かような焼鈍処理前の鋼板組織を得るには
、適正なスラブ加熱を行うとともに、熱間圧延条件の適正化、特に熱間圧延後の平均巻き
取り温度（ＣＴ）を低温化することが重要である。
（３）さらに、熱間圧延後に冷間圧延を施す場合には、圧下率を低くすることにより、熱
延鋼板において得られる、マルテンサイト単相組織、ベイナイト単相組織、またはマルテ
ンサイトとベイナイトが混在した組織を主体とした組織を破壊させずに、なるべく残存さ
せることが重要である。
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　本発明は、上記の知見に基づき、さらに検討を加えた末に完成されたものである。
【００２０】
　すなわち、本発明の要旨構成は次のとおりである。
１．質量％で、Ｃ：０．１０％以上０．３５％以下、Ｓｉ：０．５０％以上２．５０％以
下、Ｍｎ：２．００％以上３．５０％未満、Ｐ：０．００１％以上０．１００％以下、Ｓ
：０．０００１％以上０．０２００％以下およびＮ：０．０００５％以上０．０１００％
以下を含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる鋼スラブを、１１００℃以上１
３００℃以下に加熱し、仕上げ圧延出側温度：８００℃以上１０００℃以下で熱間圧延し
たのち、平均巻き取り温度：２００℃以上５００℃以下で巻き取り、熱延鋼板とする熱間
圧延工程と、
　前記熱延鋼板に酸洗処理を施す酸洗処理工程と、
　前記熱延鋼板を、７４０℃以上８４０℃以下の温度で１０ｓ以上９００ｓ以下保持した
のち、５℃/s以上５０℃/s以下の平均冷却速度で３５０℃超５５０℃以下の冷却停止温度
まで冷却し、３５０℃超５５０℃以下の温度域において１０ｓ以上保持する焼鈍工程と、
をそなえる、高強度鋼板の製造方法。
【００２１】
２．前記焼鈍工程前に、前記熱延鋼板を３０％未満の圧下率で冷間圧延して冷延鋼板とす
る冷間圧延工程をさらにそなえ、
　前記焼鈍工程では、前記冷延鋼板を、７４０℃以上８４０℃以下の温度で１０ｓ以上９
００ｓ以下保持したのち、５℃/s以上５０℃/s以下の平均冷却速度で３５０℃超５５０℃
以下の冷却停止温度まで冷却し、３５０℃超５５０℃以下の温度域において１０ｓ以上保
持する、前記１に記載の高強度鋼板の製造方法。
【００２２】
３．前記焼鈍工程後に、前記熱延鋼板または前記冷延鋼板に亜鉛めっき処理を施す工程を
さらにそなえる、前記１または２に記載の高強度鋼板の製造方法。
【００２３】
４．前記鋼スラブが、さらに質量％で、Ｔｉ：０．００５％以上０．１００％以下および
Ｂ：０．０００１％以上０．００５０％以下のうちから選ばれる少なくとも１種を含有す
る、前記１～３のいずれかに記載の高強度鋼板の製造方法。
【００２４】
５．前記鋼スラブが、さらに質量％で、Ａｌ：０．０１％以上１．００％以下、Ｎｂ：０
．００５％以上０．１００％以下、Ｃｒ：０．０５％以上１．００％以下、Ｃｕ：０．０
５％以上０．５０％以下、Ｓｂ：０．００２％以上０．２００％以下、Ｓｎ：０．００２
％以上０．２００％以下、Ｔａ：０．００１％以上０．１００％以下、Ｃａ：０．０００
５％以上０．００５０％以下、Ｍｇ：０．０００５％以上０．００５０％以下およびＲＥ
Ｍ：０．０００５％以上０．００５０％以下のうちから選ばれる少なくとも１種を含有す
る前記１～４のいずれかに記載の高強度鋼板の製造方法。
【００２５】
６．質量％で、Ｃ：０．１０％以上０．３５％以下、Ｓｉ：０．５０％以上２．５０％以
下、Ｍｎ：２．００％以上３．５０％未満、Ｐ：０．００１％以上０．１００％以下、Ｓ
：０．０００１％以上０．０２００％以下およびＮ：０．０００５％以上０．０１００％
以下を含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる鋼組成を有し、
　面積率でフェライトとベイニティックフェライトの合計が６０．２％以上８０％以下で
あり、かつ体積率で残留オーステナイトが１０％以上である鋼組織を有し、
　上記残留オーステナイトの平均結晶粒径が２μm以下であり、上記ベイニティックフェ
ライトの平均自由行程が３μm以下である、高強度鋼板。
【００２６】
７．前記鋼組成が、さらに質量％で、Ｔｉ：０．００５％以上０．１００％以下およびＢ
：０．０００１％以上０．００５０％以下のうちから選ばれる少なくとも１種を含有する
、前記６に記載の高強度鋼板。
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【００２７】
８．前記鋼組成が、さらに質量％で、Ａｌ：０．０１％以上１．００％以下、Ｎｂ：０．
００５％以上０．１００％以下、Ｃｒ：０．０５％以上１．００％以下、Ｃｕ：０．０５
％以上０．５０％以下、Ｓｂ：０．００２％以上０．２００％以下、Ｓｎ：０．００２％
以上０．２００％以下、Ｔａ：０．００１％以上０．１００％以下、Ｃａ：０．０００５
％以上０．００５０％以下、Ｍｇ：０．０００５％以上０．００５０％以下およびＲＥＭ
：０．０００５％以上０．００５０％以下のうちから選ばれる少なくとも１種を含有する
、前記６または７に記載の高強度鋼板。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明によれば、７８０ＭＰａ以上の引張強度（ＴＳ）を有し、延性のみならず疲労特
性にも優れる高強度鋼板を高い生産性の下、製造することが可能となる。
　また、本発明の製造方法に従って得られた高強度鋼板を、例えば自動車構造部材に適用
することにより、車体軽量化による燃費改善を図ることができ、産業的な利用価値は極め
て大きい。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　以下、本発明を具体的に説明する。
　本発明の製造方法では、所定の成分組成からなる鋼スラブを加熱し、ついで熱間圧延を
施す。この際、熱間圧延の平均巻き取り温度（ＣＴ）を低温化することにより、熱延板組
織をマルテンサイト単相組織、ベイナイト単相組織、またはマルテンサイトとベイナイト
が混在した組織を主体とすることが重要である。
　また、熱間圧延後に冷間圧延を施す場合には、圧下率を極力低く制御することにより、
熱延鋼板において得られる上記の組織を破壊させずになるべく残存させることも重要であ
る。
【００３０】
　このようにして、焼鈍処理前の鋼板組織をマルテンサイト単相組織、ベイナイト単相組
織、またはマルテンサイトとベイナイトが混在した組織を主体とすることにより、フェラ
イトとオーステナイトの２相域での焼鈍処理を１回とする場合であっても、フェライトと
ベイニティックフェライト、残留オーステナイトを適正量含み、さらには、残留オーステ
ナイトとベイニティックフェライトを微細に分散させた組織の造り込みが可能となる。
　その結果、７８０ＭＰａ以上の引張強度（ＴＳ）を有し、延性のみならず疲労特性にも
優れる高強度鋼板を、高い生産性の下、製造することが可能となるのである。
【００３１】
　そこで、まず、本発明の製造方法における鋼の成分組成の限定理由を以下に示す。
　なお、成分組成における単位はいずれも「質量％」であるが、以下、特に断らない限り
単に「％」で示す。
【００３２】
Ｃ：０．１０％以上０．３５％以下
　Ｃは、鋼を強化するにあたり重要な元素であり、高い固溶強化能を有するとともに、所
望量の残留オーステナイトを確保して、延性を向上させるのに必要不可欠な元素である。
　ここに、Ｃ量が０．１０％未満では、必要な量の残留オーステナイトを得ることが困難
になる。一方、Ｃ量が０．３５％を超えると、鋼板の脆化や遅れ破壊の懸念が生じる。
　従って、Ｃ量は０．１０％以上０．３５％以下、好ましくは０．１５％以上０．３０％
以下、より好ましくは０．１８％以上０．２６％以下とする。
【００３３】
Ｓｉ：０．５０％以上２．５０％以下
　Ｓｉは、残留オーステナイトが分解して、炭化物が生成することを抑制するのに有効な
元素である。また、フェライト中で高い固溶強化能を有するとともに、フェライトからオ
ーステナイトへ固溶Ｃを排出してフェライトを清浄化し、延性を向上させる性質を有する
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。さらに、フェライトに固溶したＳｉは、加工硬化能を向上させ、フェライト自身の延性
を高める。こうした効果を得るには、Ｓｉ量を０．５０％以上にする必要がある。一方、
Ｓｉ量が２．５０％を超えると、異常組織が発達し、延性が低下する。
　従って、Ｓｉ量は０．５０％以上２．５０％以下、好ましくは０．８０％以上２．００
％以下、より好ましくは１．２０％以上１．８０％以下とする。
【００３４】
Ｍｎ：２．００％以上３．５０％未満
　Ｍｎは、強度確保のために有効である。また、焼入れ性を向上させて複合組織化を容易
にする。同時に、Ｍｎは、熱間圧延後の冷却過程でのフェライトやパーライトの生成を抑
制する作用があり、熱延板組織を低温変態相（ベイナイトもしくはマルテンサイト）主体
の組織とするのに有効な元素である。こうした効果を得るには、Ｍｎ量を２．００％以上
にする必要がある。一方、Ｍｎ量を３．５０％以上にすると、板厚方向のＭｎ偏析が顕著
となり、疲労特性の低下を招く。
　従って、Ｍｎ量は２．００％以上３．５０％未満、好ましくは２．００％以上３．００
％以下、より好ましくは２．００％以上２．８０％以下とする。
【００３５】
Ｐ：０．００１％以上０．１００％以下
　Ｐは、固溶強化の作用を有し、所望とする強度に応じて添加できる元素である。また、
フェライト変態を促進するため、複合組織化にも有効な元素である。こうした効果を得る
ためには、Ｐ量を０．００１％以上にする必要がある。一方、Ｐ量が０．１００％を超え
ると、溶接性の劣化を招くとともに、亜鉛めっきを合金化処理する場合には、合金化速度
を低下させて亜鉛めっきの品質を損なわせる。
　従って、Ｐ量は０．００１％以上０．１００％以下、好ましくは０．００５％以上０．
０５０％以下とする。
【００３６】
Ｓ：０．０００１％以上０．０２００％以下
　Ｓは、粒界に偏析して熱間加工時に鋼を脆化させるとともに、硫化物として存在して局
部変形能を低下させる。そのため、その量は０．０２００％以下とする必要がある。しか
し、生産技術上の制約から、Ｓ量は０．０００１％以上にする必要がある。
　従って、Ｓ量は０．０００１％以上０．０２００％以下、好ましくは０．０００１％以
上０．００５０％以下とする。
【００３７】
Ｎ：０．０００５％以上０．０１００％以下
　Ｎは、鋼の耐時効性を劣化させる元素である。特に、Ｎ量が０．０１００％を超えると
、耐時効性の劣化が顕著となる。その量は少ないほど好ましいが、生産技術上の制約から
、Ｎ量は０．０００５％以上にする必要がある。
　従って、Ｎ量は０．０００５％以上０．０１００％以下、好ましくは０．０００５％以
上０．００７０％以下とする。
【００３８】
　以上、基本成分について説明したが、上記の成分に加えて、ＴｉおよびＢのうちから選
ばれる少なくとも１種をさらに含有させることができる。特に、ＴｉおよびＢの両方を適
正量含有させることで、より有利に熱延板組織を、マルテンサイト単相組織、ベイナイト
単相組織、またはマルテンサイトとベイナイトが混在した組織を主体とする組織に造り込
むことができる。
Ｔｉ：０．００５％以上０．１００％以下
　Ｔｉは、熱間圧延時あるいは焼鈍時に、微細な析出物を形成して強度を向上させる。ま
た、ＴｉはＮをＴｉＮとして析出させるため、Ｂを添加した場合にＢＮの析出を抑制でき
、次に説明するＢの効果を有効に発現させる。こうした効果を得るには、Ｔｉ量を０．０
０５％以上にする必要がある。一方、Ｔｉ量が０．１００％を超えると、析出強化が過度
に働き、延性の低下を招く。
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　従って、Ｔｉ量は０．００５％以上０．１００％以下とすることが好ましい。より好ま
しくは０．０１０％以上０．０８０％以下である。
【００３９】
Ｂ：０．０００１％以上０．００５０％以下
　Ｂは、熱間圧延後の冷却過程において、フェライト・パーライト変態を抑制し、熱延板
組織を低温変態相（ベイナイト、マルテンサイト）、中でもマルテンサイト主体の組織と
する効果を有する。また、Ｂは、鋼の強化にも有効な元素である。このような効果を得る
には、Ｂ量を０．０００１％以上とすることが必要である。しかしながら、Ｂは０．００
５０％を超えて過剰に添加すると、マルテンサイトの量が過大となって、強度上昇による
延性の低下の懸念が生じる。
　従って、Ｂ量は０．０００１％以上０．００５０％以下とすることが好ましい。より好
ましくは０．０００５％以上０．００３０％以下である。
【００４０】
Ｍｎ量をＢ量で除した値：２１００以下
　また、特に、低Ｍｎ成分系においては、熱間圧延後の冷却過程において、フェライト・
パーライト変態が進行して、熱延板組織がフェライトやパーライトを含む組織となり易い
。このため、上記したＢの添加効果を十分に発現させるためには、Ｍｎ量をＢ量で除した
値を２１００以下とすることが好ましく、２０００以下とすることがより好ましい。なお
、Ｍｎ量をＢ量で除した値の下限は特に限定されないが、３００程度が好ましい。
【００４１】
　また、上記の成分組成に加えて、Ａｌ：０．０１％以上１．００％以下、Ｎｂ：０．０
０５％以上０．１００％以下、Ｃｒ：０．０５％以上１．００％以下、Ｃｕ：０．０５％
以上０．５０％以下、Ｓｂ：０．００２％以上０．２００％以下、Ｓｎ：０．００２％以
上０．２００％以下、Ｔａ：０．００１％以上０．１００％以下、Ｃａ：０．０００５％
以上０．００５０％以下、Ｍｇ：０．０００５％以上０．００５０％以下およびＲＥＭ：
０．０００５％以上０．００５０％以下から選ばれる少なくとも１種の元素を、含有させ
ることができる。
【００４２】
Ａｌ：０．０１％以上１．００％以下
　Ａｌは、フェライトを生成させ、強度と延性のバランスを向上させるのに有効な元素で
ある。こうした効果を得るには、Ａｌ量を０．０１％以上にする必要がある。一方、Ａｌ
量が１．００％を超えると、表面性状の劣化を招く。
　従って、Ａｌを添加する場合、その含有量は０．０１％以上１．００％以下とする。好
ましくは０．０３％以上０．５０％以下とする。
【００４３】
Ｎｂ：０．００５％以上０．１００％以下
　Ｎｂは、熱間圧延時あるいは焼鈍時に微細な析出物を形成して強度を上昇させる。こう
した効果を得るには、Ｎｂ量を０．００５％以上にする必要がある。一方、Ｎｂ量が０．
１００％を超えると、成形性が低下する。
　従って、Ｎｂを添加する場合、その含有量は０．００５％以上０．１００％以下とする
。
【００４４】
Ｃｒ：０．０５％以上１．００％以下、Ｃｕ：０．０５％以上０．５０％以下
　ＣｒおよびＣｕは、固溶強化元素としての役割のみならず、焼鈍時の冷却過程において
、オーステナイトを安定化し、複合組織化を容易にする。こうした効果を得るには、Ｃｒ
量およびＣｕ量を、それぞれ０．０５％以上にする必要がある。一方、Ｃｒ量が１．００
％、Ｃｕ量が０．５０％を超えると、成形性が低下する。
　従って、ＣｒおよびＣｕを添加する場合は、それぞれ、Ｃｒ量は０．０５％以上１．０
０％以下、Ｃｕ量は０．０５％以上０．５０％以下とする。
【００４５】
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Ｓｂ：０．００２％以上０．２００％以下、Ｓｎ：０．００２％以上０．２００％以下
　ＳｂおよびＳｎは、鋼板表面の窒化や酸化によって生じる鋼板表層の数十μm程度の領
域の脱炭を抑制する観点から、必要に応じて添加することができる。このような窒化や酸
化を抑制すれば、鋼板表面においてマルテンサイトの生成量が減少するのを防止し、強度
の確保に有効である。こうした効果を得るには、Ｓｂ量およびＳｎ量を、それぞれ０．０
０２％以上にする必要がある。一方で、これらいずれの元素についても、０．２００％を
超えて過剰に添加すると靭性の低下を招く。
　従って、ＳｂおよびＳｎを添加する場合は、その含有量はそれぞれ０．００２％以上０
．２００％以下とする。
【００４６】
Ｔａ：０．００１％以上０．１００％以下
　Ｔａは、ＴｉやＮｂと同様に、合金炭化物や合金炭窒化物を生成して高強度化に寄与す
る。加えて、Ｎｂ炭化物やＮｂ炭窒化物に一部固溶し、（Ｎｂ，Ｔａ）（Ｃ，Ｎ）のよう
な複合析出物を生成することで析出物の粗大化を著しく抑制し、析出強化による強度への
寄与を安定化させる効果があると考えられる。このような析出物安定化の効果は、Ｔａを
０．００１％以上とすることで得られる。一方、Ｔａは０．１００％を超えて過剰に添加
しても、析出物安定化効果が飽和する上、合金コストも増加する。
　従って、Ｔａを添加する場合には、その含有量は０．００１％以上０．１００％以下と
する。
【００４７】
Ｃａ：０．０００５％以上０．００５０％以下、Ｍｇ：０．０００５％以上０．００５０
％以下、ＲＥＭ：０．０００５％以上０．００５０％以下
　Ｃａ、ＭｇおよびＲＥＭは、脱酸に用いる元素であるとともに、硫化物の形状を球状化
し、局部延性および伸びフランジ性への硫化物の悪影響を改善するために有効な元素であ
る。このような効果を得るには、それぞれ０．０００５％以上添加することが必要である
。しかしながら、Ｃａ、ＭｇおよびＲＥＭは０．００５０％を超えて過剰に添加されると
、介在物等の増加を引き起こし、鋼板表面および内部に欠陥などを引き起こす。
　従って、Ｃａ、ＭｇおよびＲＥＭを添加する場合は、その含有量はそれぞれ０．０００
５％以上０．００５０％以下とする。
【００４８】
　なお、上記以外の成分はＦｅおよび不可避的不純物である。
【００４９】
　次に、本発明の製造方法における製造条件について説明する。
　本発明の高強度鋼板の製造方法は、上記の成分組成を有する鋼スラブを、１１００℃以
上１３００℃以下に加熱し、仕上げ圧延出側温度：８００℃以上１０００℃以下で熱間圧
延したのち、平均巻き取り温度：２００℃以上５００℃以下で巻き取り、熱延鋼板とする
熱間圧延工程と、熱延鋼板に酸洗処理を施す酸洗処理工程と、必要に応じて熱延鋼板を３
０％未満の圧下率で冷間圧延して冷延鋼板とする冷間圧延工程と、熱延鋼板または冷延鋼
板を、７４０℃以上８４０℃以下の温度で１０ｓ以上９００ｓ以下保持したのち、５℃/s
以上５０℃/s以下の平均冷却速度で３５０℃超５５０℃以下の冷却停止温度まで冷却し、
３５０℃超５５０℃以下の温度域において１０ｓ以上保持する焼鈍工程と、をそなえるも
のである。
　なお、上記した各工程における仕上げ圧延温度や平均巻き取り温度などの温度は、いず
れも、鋼板表面の温度である。また、平均冷却速度も、鋼板表面の温度をもとに算出され
る。
　以下、これらの製造条件の限定理由について、説明する。
【００５０】
鋼スラブの加熱温度：１１００℃以上１３００℃以下
　鋼スラブの加熱段階で存在している析出物は、最終的に得られる鋼板内では粗大な析出
物として存在し、強度に寄与しないため、鋳造時に析出したＴｉ、Ｎｂ系析出物を再溶解
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させる必要がある。
　ここに、鋼スラブの加熱温度が１１００℃未満では、炭化物の十分な溶解が困難であり
、圧延荷重の増大による熱間圧延時のトラブル発生の危険が増大するなどの問題が生じる
。また、スラブ表層の気泡、偏析などの欠陥をスケールオフし、鋼板表面の亀裂、凹凸を
減少し、平滑な鋼板表面を達成する必要もある。従って、鋼スラブの加熱温度は１１００
℃以上にする必要がある。
　一方、鋼スラブの加熱温度が１３００℃超では、酸化量の増加に伴いスケールロスが増
大してしまう。そのため、鋼スラブの加熱温度は１３００℃以下にする必要がある。
　従って、鋼スラブの加熱温度は１１００℃以上１３００℃以下とする。好ましくは、１
１５０℃以上１２５０℃以下である。
【００５１】
　なお、鋼スラブは、マクロ偏析を防止するため、連続鋳造法で製造するのが好ましいが
、造塊法や薄スラブ鋳造法などにより製造することも可能である。また、鋼スラブを製造
した後、一旦室温まで冷却し、その後再度加熱する従来法に加え、室温まで冷却しないで
、温片のままで加熱炉に装入する、あるいはわずかの保熱を行った後に直ちに圧延する直
送圧延・直接圧延などの省エネルギープロセスも問題なく適用できる。さらに、鋼スラブ
は通常の条件で粗圧延によりシートバーとされるが、加熱温度を低目にした場合は、熱間
圧延時のトラブルを防止する観点から、仕上げ圧延前にバーヒーターなどを用いてシート
バーを加熱することが好ましい。
【００５２】
熱間圧延の仕上げ圧延出側温度: ８００℃以上１０００℃以下
　加熱後の鋼スラブは、粗圧延および仕上げ圧延により熱間圧延され熱延鋼板となる。こ
のとき、仕上げ圧延出側温度が１０００℃を超えると、酸化物（スケール）の生成量が急
激に増大し、地鉄と酸化物の界面が荒れ、酸洗、冷間圧延後の表面品質が劣化する傾向に
ある。また、酸洗後に熱延スケールの取れ残りなどが一部に存在すると、延性に悪影響を
及ぼす。さらに、結晶粒径が過度に粗大となり、疲労特性が低下する。
　一方、仕上げ圧延出側温度が８００℃未満では、圧延荷重が増大し、圧延負荷が大きく
なることや、オーステナイトが未再結晶の状態での圧下率が高くなり、異常な集合組織が
発達し、結果的に、最終製品における面内異方性が顕著となり、材質の均一性が損なわれ
るだけでなく、延性そのものも低下する。
　従って、熱間圧延の仕上げ圧延出側温度を８００℃以上１０００℃以下にする必要があ
る。好ましくは８２０℃以上９５０℃以下とする。
【００５３】
熱間圧延後の平均巻き取り温度：２００℃以上５００℃以下
　熱間圧延後の平均巻き取り温度は、本発明の製造方法において極めて重要である。
　すなわち、熱間圧延後の平均巻き取り温度が５００℃を超えると、熱間圧延後の冷却お
よび保持過程において、フェライトやパーライトが生成し、熱延板組織をマルテンサイト
単相組織、もしくはベイナイト単相組織、もしくはマルテンサイトとベイナイトが混在し
た組織を主体とすることが困難となり、焼鈍後に得られる鋼板において、所望の延性およ
び強度と延性のバランスを確保することが難しくなる。一方、熱間圧延後の平均巻き取り
温度が２００℃未満では、熱延鋼板の形状が悪化し、生産性が低下する。
　従って、熱間圧延後の平均巻き取り温度は２００℃以上５００℃以下にする必要がある
。好ましくは３００℃以上４５０℃以下、より好ましくは３５０℃以上４５０℃以下であ
る。
【００５４】
　なお、熱間圧延時に粗圧延板同士を接合して連続的に仕上げ圧延を行っても良い。また
、粗圧延板を一旦巻き取っても構わない。また、熱間圧延時の圧延荷重を低減するために
仕上げ圧延の一部または全部を潤滑圧延としてもよい。潤滑圧延を行うことは、鋼板形状
の均一化、材質の均一化の観点からも有効である。なお、潤滑圧延時の摩擦係数は、０．
１０以上０．２５以下とすることが好ましい。
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【００５５】
　このようにして製造した熱延鋼板に、酸洗を行う。酸洗は鋼板表面の酸化物の除去が可
能であることから、最終製品の高強度鋼板の良好な化成処理性やめっき品質の確保のため
に重要である。また、一回の酸洗を行っても良いし、複数回に分けて酸洗を行っても良い
。
【００５６】
冷間圧延の圧下率:３０％未満
　また、熱延鋼板に冷間圧延を施し、冷延鋼板とすることも可能である。冷間圧延を施す
場合、冷間圧延の圧下率が極めて重要である。
　すなわち、圧下率が３０％以上の場合には、熱延板組織の低温変態相が破壊され、焼鈍
後に得られる鋼板において、フェライトとベイニティックフェライト、残留オーステナイ
トを適正量含み、さらには、残留オーステナイトとベイニティックフェライトを微細に分
散させた組織を造り込むことが困難となり、延性や強度と延性のバランスの確保と良好な
疲労特性の確保が難しくなる。
　従って、冷間圧延の圧下率は３０％未満とする。好ましくは２５％以下、より好ましく
は２０％以下である。また、冷間圧延の圧下率の下限については特に限定されるものでは
なく、０％超であればよい。
　なお、圧延パスの回数、および各パスの圧下率については、特に限定する必要はなく、
いずれであっても本発明の効果は発揮される。
【００５７】
焼鈍温度：７４０℃以上８４０℃以下
　焼鈍温度が７４０℃未満では、焼鈍中に十分な量のオーステナイトを確保できない。こ
のため、最終的に所望量の残留オーステナイトが確保されず、良好な延性および強度と延
性のバランスの確保が困難となる。一方、焼鈍温度が８４０℃を超えると、オーステナイ
ト単相の温度域になるため、最終的に微細な残留オーステナイトが所望量生成されず、や
はり良好な延性および強度と延性のバランスの確保が困難となる。
　従って、焼鈍温度は７４０℃以上８４０℃以下とする。好ましくは７５０℃以上８３０
℃以下である。
【００５８】
焼鈍処理の保持時間：１０ｓ以上９００ｓ以下
　焼鈍処理の保持時間が１０ｓ未満では、焼鈍中に十分な量のオーステナイトを確保でき
ない。このため、最終的に所望量の残留オーステナイトが確保されず、良好な延性および
強度と延性のバランスの確保が困難となる。一方、焼鈍処理の保持時間が９００ｓを超え
ると、結晶粒の粗大化により、最終的に微細な残留オーステナイトが所望量生成されず、
良好な延性および強度と延性のバランスの確保が困難となる。また、生産性も阻害する。
　従って、焼鈍処理の保持時間は１０ｓ以上９００ｓ以下とする。好ましくは３０ｓ以上
７５０ｓ以下、より好ましくは６０ｓ以上６００ｓ以下である。
【００５９】
３５０℃超５５０℃以下の冷却停止温度までの平均冷却速度：５℃/s以上５０℃/s以下
　３５０℃超５５０℃以下の冷却停止温度までの平均冷却速度が５℃/s未満では、冷却中
に多量のフェライトが生成し、所望の強度確保が困難となる。一方で、５０℃/sを超える
と、過度に低温変態相が生成し、延性が低下する。
　従って、３５０℃超５５０℃以下の冷却停止温度までの平均冷却速度は５℃/s以上５０
℃/s以下とする。好ましくは１０℃/ｓ以上４０℃/ｓ以下である。
　なお、この場合の冷却は、ガス冷却が好ましいが、炉冷、ミスト冷却、ロール冷却、水
冷などを用いて組み合わせて行うことが可能である。
【００６０】
３５０℃超５５０℃以下の温度域での保持時間：１０ｓ以上
　３５０℃超５５０℃以下の温度域での保持時間が１０ｓ未満では、オーステナイトへの
Ｃ濃化が進行する時間が不十分となり、最終的に所望量の残留オーステナイトの確保が困
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難となる。従って、３５０℃超５５０℃以下の温度域での保持時間は１０ｓ以上とする。
　一方、６００ｓ超えて滞留した場合、残留オーステナイトの体積率は増加せず、延性の
顕著な向上は確認されずに、飽和傾向となる。このため、３５０℃超５５０℃以下の温度
域での保持時間は、６００ｓ以下が好ましい。
　より好ましくは３０ｓ以上６００ｓ以下、さらに好ましくは６０ｓ以上５００ｓ以下で
ある。
　なお、保持後の冷却はとくに規定する必要がなく、任意の方法により所望の温度に冷却
してよい。
【００６１】
　また、上記のようにして得られた鋼板に、溶融亜鉛めっき処理等の亜鉛めっき処理を施
すこともできる。
　例えば、溶融亜鉛めっき処理を施すときは、前記焼鈍処理を施した鋼板を４４０℃以上
５００℃以下の亜鉛めっき浴中に浸漬し、溶融亜鉛めっき処理を施し、その後、ガスワイ
ピング等によって、めっき付着量を調整する。溶融亜鉛めっきはＡｌ量が０．１０％以上
０．２２％以下である亜鉛めっき浴を用いることが好ましい。また、亜鉛めっきの合金化
処理を施すときは、溶融亜鉛めっき処理後に、４７０℃以上６００℃以下の温度域で亜鉛
めっきの合金化処理を施す。６００℃を超える温度で合金化処理を行うと、未変態オース
テナイトがパーライトへ変態し、所望の残留オーステナイトの体積率を確保できず、延性
が低下する場合がある。したがって、亜鉛めっきの合金化処理を行うときは、４７０℃以
上６００℃以下の温度域で亜鉛めっきの合金化処理を施すことが好ましい。また、電気亜
鉛めっき処理を施してもよい。
【００６２】
　さらに、熱処理後のスキンパス圧延を施す場合、その圧下率は０．１％以上１．０％以
下の範囲が好ましい。０．１％未満では効果が小さく、制御も困難であることから、これ
が良好範囲の下限となる。また、１．０％を超えると、生産性が著しく低下するので、こ
れを良好範囲の上限とする。
【００６３】
　なお、スキンパス圧延は、オンラインで行っても良いし、オフラインで行っても良い。
また、一度に目的の圧下率のスキンパスを行っても良いし、数回に分けて行っても構わな
い。その他の製造方法の条件は、特に限定しないが、生産性の観点から、上記の焼鈍、溶
融亜鉛めっき、亜鉛めっきの合金化処理などの一連の処理は、溶融亜鉛めっきラインであ
るCGL（Continuous Galvanizing Line）で行うのが好ましい。溶融亜鉛めっき後は、めっ
きの目付け量を調整するために、ワイピングが可能である。
【００６４】
　次に、本発明の製造方法により製造される鋼板のミクロ組織について説明する。
フェライトとベイニティックフェライトの面積率の合計：２５％以上８０％以下
　本発明の製造方法により製造される高強度鋼板は、延性に富む軟質なフェライトを主体
とする組織に、主として延性を担う残留オーステナイト、さらに好ましくは強度を担うマ
ルテンサイトを分散させた複合組織からなる。また、ベイニティックフェライトは、フェ
ライトと残留オーステナイト／マルテンサイトに隣接して生成し、フェライトと残留オー
ステナイト、さらにはフェライトとマルテンサイトとの硬度差を緩和して、疲労亀裂の発
生や亀裂伝播を抑制する。
　ここに、十分な延性を確保するためには、フェライトとベイニティックフェライトの面
積率の合計を２５％以上にする必要がある。一方、所望の強度を確保するためには、フェ
ライトとベイニティックフェライトの面積率の合計を８０％以下にする必要がある。より
良好な延性を確保する観点からは、フェライトとベイニティックフェライトの面積率の合
計は３０％以上７５％以下とすることが好ましい。
　また、フェライトと残留オーステナイト／マルテンサイトの中間硬度を示すベイニティ
ックフェライトは、引張試験時（引張荷重を負荷された時）のボイドの発生・亀裂の伝播
を抑制するため、良好な局部延性の確保に有効である。
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【００６５】
　また、ここで言うベイニティックフェライトとは、７４０℃以上８４０℃以下の温度で
の焼鈍後の６００℃以下への冷却および保持過程で生成するフェライトであり、通常のフ
ェライトと比較して転位密度の高いフェライトのことである。
　さらに、フェライトの形態としては、アシキュラーフェライトが主体であるが、ポリゴ
ナルフェライト、未再結晶フェライトを含んでも良い。しかし、良好な延性の確保のため
、ポリゴナルフェライトの面積率は２０％以下、未再結晶フェライトの面積率は５％以下
であることが好ましい。なお、ポリゴナルフェライトおよび未再結晶フェライトの面積率
はそれぞれ０％であってもよい。
【００６６】
　また、フェライトとベイニティックフェライトの面積率は、鋼板の圧延方向に平行な板
厚断面（Ｌ断面）を研磨後、３vol.％ナイタールで腐食し、板厚１／４位置（鋼板表面か
ら深さ方向で板厚の１／４に相当する位置）について、ＳＥＭ（走査型電子顕微鏡）を用
いて２０００倍の倍率で１０視野観察し、得られた組織画像を用いて、Ｍｅｄｉａ　Ｃｙ
ｂｅｒｎｅｔｉｃｓ社のＩｍａｇｅ－Ｐｒｏによりフェライトおよびベイニティックフェ
ライトの面積率を１０視野分算出し、それらの値を平均して求めることができる。
　なお、上記の組織画像において、フェライトおよびベイニティックフェライトは灰色の
組織（下地組織）、残留オーステナイトやマルテンサイトは白色の組織を呈している。
【００６７】
　さらに、フェライトとベイニティックフェライトの識別は、ＥＢＳＤ（電子線後方散乱
回折法）測定により行う。すなわち、粒界角度が１５°未満の亜粒界を含む結晶粒（相）
をベイニティックフェライトと判断し、その面積率を求めて、ベイニティックフェライト
の面積率とする。また、フェライトの面積率は、上記灰色の組織の面積率からベイニティ
ックフェライトの面積率を減じることにより算出することができる。
【００６８】
残留オーステナイトの体積率：１０％以上
　良好な延性および強度と延性のバランスを確保するため、残留オーステナイトの体積率
は１０％以上にする必要がある。より良好な延性および強度と延性のバランスを確保する
には、残留オーステナイトの体積率は１２％以上であることが好ましい。なお、残留オー
ステナイトの体積率の上限は特に限定されるものではないが、３５％程度である。
　また、残留オーステナイトの体積率は、鋼板を板厚方向の１／４面まで研磨し、この板
厚１／４面の回折Ｘ線強度により求める。入射Ｘ線にはＭｏＫα線を使用し、残留オース
テナイトの｛１１１｝、｛２００｝、｛２２０｝、｛３１１｝面のピークの積分強度の、
フェライトの｛１１０｝、｛２００｝、｛２１１｝面のピークの積分強度に対する、１２
通り全ての組み合わせの強度比を求め、これらの平均値を残留オーステナイトの体積率と
する。
【００６９】
残留オーステナイトの平均結晶粒径：２μm以下
　残留オーステナイトの結晶粒の微細化は、鋼板の延性および疲労特性の向上に寄与する
。そのため、良好な延性および疲労特性を確保するには、残留オーステナイトの平均結晶
粒径を２μｍ以下にする必要がある。より良好な延性および疲労特性を確保するには、残
留オーステナイトの平均結晶粒径を１．５μｍ以下とすることが好ましい。また、下限に
ついては特に限定されるものではないが、０．１μｍ程度である。
　なお、残留オーステナイトの平均結晶粒径は、ＴＥＭ（透過型電子顕微鏡）を用いて１
５０００倍の倍率で２０視野観察し、得られた組織画像を用いて、前記Ｉｍａｇｅ－Ｐｒ
ｏにより各々の残留オーステナイト結晶粒の面積を求め、円相当直径を算出し、それらの
値を平均して求めることができる。
【００７０】
ベイニティックフェライトの平均自由行程：３μm以下
　ベイニティックフェライトの平均自由行程は極めて重要である。すなわち、ベイニティ
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ックフェライトは７４０℃以上８４０℃以下の温度域での焼鈍後の６００℃以下の冷却お
よび保持過程で生成する。ここで、ベイニティックフェライトは、フェライトと残留オー
ステナイトに隣接して生成し、フェライトと残留オーステナイトの硬度差を緩和して、疲
労亀裂の発生や亀裂伝播を抑制する効果がある。このため、ベイニティックフェライトが
密な分散状態、つまり、ベイニティックフェライトの平均自由行程が小さい方が有利であ
る。
　ここに、良好な疲労特性を確保するためには、ベイニティックフェライトの平均自由行
程を３μm以下とする必要がある。より良好な疲労特性を確保するためには、ベイニティ
ックフェライトの平均自由行程を２．５μm以下とすることが好ましい。また、下限につ
いては特に限定されるものではないが、０．５μｍ程度である。
【００７１】
　なお、ベイニティックフェライトの平均自由行程（ＬBF）は、下式により算出すること
ができる。
【数１】

　ＬBF：ベイニティックフェライトの平均自由行程（μｍ）
　ｄBF：ベイニティックフェライトの平均結晶粒径（μｍ）
　ｆ：ベイニティックフェライトの面積率（％）÷１００
【００７２】
　ここで、ベイニティックフェライトの平均結晶粒径は、ＥＢＳＤ測定により算出した測
定範囲内のベイニティックフェライトの面積を測定範囲内のベイニティックフェライトの
結晶粒の個数で除して、結晶粒の平均面積を求め、円相当径を算出することにより求める
ことができる。
【００７３】
　なお、本発明に従うミクロ組織には、フェライトとベイニティックフェライト、残留オ
ーステナイト以外に、マルテンサイト、焼戻しマルテンサイト、パーライト、セメンタイ
ト等の炭化物やその他鋼板の組織として公知のものが含まれていてもよく、面積率で２０
％以下であれば、本発明の効果が損なわれることはない。
【実施例】
【００７４】
　表１に示す成分組成を有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物よりなる鋼を転炉にて溶
製し、連続鋳造法にて鋼スラブとした。得られた鋼スラブを、表２に示す条件で加熱して
熱間圧延後、酸洗処理を施し、表２に示したNo.１、３～６、８、９、１２、１４、１６
、１７、１９、２２、２４、２７、２９、３１、３３、３５、３６、３８、４０、４１、
４５、４８、４９、５１、５４、５８では、冷間圧延を施さずに表２に示す条件で焼鈍処
理を施して高強度熱延鋼板（ＨＲ）を得た。また、表２に示したNo.２、７、１０、１１
、１３、１５、１８、２０、２１、２３、２５、２６、２８、３０、３２、３４、３７、
３９、４２～４４、４６、４７、５０、５２、５３、５５～５７、５９では、冷間圧延し
た後に表２に示す条件で焼鈍処理を施して高強度冷延鋼板（ＣＲ）を得た。さらに、一部
のものについては亜鉛めっき処理を施して、溶融亜鉛めっき鋼板（ＧＩ）、合金化溶融亜
鉛めっき鋼板（ＧＡ）、電気亜鉛めっき鋼板（ＥＧ）とした。
　なお、溶融亜鉛めっき浴はＧＩでは、Ａｌ：０．１９質量％含有亜鉛浴を使用し、ＧＡ
では、Ａｌ：０．１４質量％含有亜鉛浴を使用し、浴温は４６５℃とした。めっき付着量
は片面あたり４５ｇ/ｍ2（両面めっき）とし、ＧＡは、めっき層中のＦｅ濃度を９質量％
以上１２質量％以下とした。
　なお、表１中のＡｃ1変態点（℃）は、以下の式を用いて求めた。
　Ａｃ1変態点（℃）＝７５１－１６×（％Ｃ）＋１１×（％Ｓｉ）－２８×（％Ｍｎ）
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－５．５×（％Ｃｕ）＋１３×（％Ｃｒ）
　ただし、（％Ｘ）は、元素Ｘの鋼中含有量（質量％）を示す。
【００７５】
【表１－１】

【００７６】
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【表１－２】

【００７７】
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【表２－１】

【００７８】
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【表２－２】

【００７９】
　かくして得られた高強度熱延鋼板（ＨＲ）、高強度冷延鋼板（ＣＲ）、溶融亜鉛めっき
鋼板（ＧＩ）、合金化溶融亜鉛めっき鋼板（ＧＡ）、電気亜鉛めっき鋼板（ＥＧ）などに
ついて、組織観察、引張試験および疲労試験を行った。
　ここで、引張試験は、引張試験片の長手が鋼板の圧延方向と垂直（Ｃ方向）になるよう
にサンプルを採取したＪＩＳ５号試験片を用いて、ＪＩＳ Ｚ ２２４１（２０１１年）に
準拠して行い、ＴＳ（引張強度）およびＥＬ（全伸び）を測定した。
　なお、ここでは、ＴＳ７８０ＭＰａ級：ＥＬ≧３４％、ＴＳ９８０ＭＰａ級：ＥＬ≧２
７％、ＴＳ１１８０ＭＰａ級：ＥＬ≧２３％でかつ、ＴＳ×ＥＬ≧２７０００ＭＰａ・％
の場合を良好と判断した。
【００８０】
　また、疲労試験は、疲労試験片の長手方向が鋼板の圧延方向と垂直になるようにサンプ
ルを採取し、ＪＩＳ　Ｚ　２２７５（１９７８年）に準拠し、平面曲げ疲労試験を両振り
（応力比：－１）、周波数：２０Ｈｚの条件で行った。
　両振り平面曲げ疲労試験において、１０7サイクルまで破断が認められなかった応力を
測定し、この応力を疲労限強度とした。
　なお、疲労限強度を引張強度ＴＳで除した値（耐久比）を算出した。なお、ここでは、
疲労限強度≧４００ＭＰａでかつ耐久比≧０．４０の場合を、疲労特性が良好と判断した
。
【００８１】
　加えて、鋼板の製造に際し、生産性、さらには熱間圧延および冷間圧延時の通板性、最
終の焼鈍後に得られる鋼板（以下、最終焼鈍板ともいう）の表面性状について評価を行っ
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　ここで、生産性については、
　（１）熱延鋼板の形状不良が発生し、
　（２）次工程に進むために熱延鋼板の形状矯正が必要であるときや、
　（３）焼鈍処理の保持時間が長いとき、
　（４）オーステンパー保持時間（焼鈍処理の冷却停止温度域での保持時間）が長いとき
などのリードタイムコストに応じて、（１）～（４）のいずれにも該当しない場合を「高
」、（４）にのみ該当する場合を「中」、（１）～（３）のいずれかに該当する場合を「
不良」と判断した。
【００８２】
　また、熱間圧延の通板性は、圧延荷重の増大による圧延時のトラブル発生の危険が増大
する場合を不良と判断した。
　同様に、冷間圧延の通板性も、圧延荷重の増大による圧延時のトラブル発生の危険が増
大する場合を不良と判断した。
【００８３】
　さらに、最終焼鈍板の表面性状については、スラブ表層の気泡、偏析などの欠陥をスケ
ールオフできず、鋼板表面の亀裂、凹凸が増大し、平滑な鋼板表面が得られない場合を不
良と判断した。また、酸化物（スケール）の生成量が急激に増大し、地鉄と酸化物の界面
が荒れ、酸洗、冷間圧延後の表面品質が劣化する場合や酸洗後に熱延スケールの取れ残り
などが一部に存在する場合についても、不良と判断した。
　なお、組織観察については、前述した方法により行った。
　これらの結果を表３および表４に示す。
【００８４】
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【表３－１】

【００８５】
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【表３－２】

【００８６】



(23) JP 5967320 B2 2016.8.10

10

20

30

40

【表４－１】

【００８７】
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【表４－２】

【００８８】
　本発明例ではいずれも、ＴＳが７８０ＭＰａ以上であり、延性と疲労特性に優れる高強
度鋼板が、高い生産性の下、製造できることがわかる。また、本発明例ではいずれも、熱
間圧延および冷間圧延の通板性、さらには最終焼鈍板の表面性状にも優れている。
　一方、比較例では、引張強度、延性、強度と延性のバランス、疲労特性、生産性のいず
れか一つ以上が劣っている。
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